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研究成果の概要（和文）：従業員数 10-50 人程度の小規模製造業における就労者の心身の健康状
態、および企業による職域健康増進への取組実態と生産性・収益性など企業業績との関連を明
らかにするため、平成 22年 2月に大阪地域の小規模製造業 970 社にアンケート調査を行った。
107 社の回答を分析した結果、企業が職域健康増進に積極的に取り組むことで、従業員の健康
状態のみならず、企業業績(納期、クレーム数、余力工数、機械故障時間、材料の歩留まり)も
改善される可能性が示された。 

研究成果の概要（英文）：This research conducted a questionnaire survey to smaller 
manufacturing firms with 10-50 employees at Osaka in order to understand the health status 
of employees and the relationship between business performances and practices for 
workplace health promotion. The analysis of answers from 107 firms suggests that those 
firms who are active in workplace health promotion tend to have employees in better health 
status and enjoy higher business performances in terms of delivery time, claims from 
customers, man-hour surplus, machine failure time, and yield rate of raw material. 
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１．研究開始当初の背景 

(1)本研究は、研究代表者及び分担者が取り
組んできた、わが国の小規模企業における
ICT を活用した職域健康増進のあり方につい
ての研究を格段に発展させる研究である。 
(2)わが国の小規模企業の多くは、低い従業
員の定着率等に起因する恒常的な人材不足
とそれに伴う技術蓄積・継承の困難さに直面
しており、事業規模の拡大と並んで人材育成
が、その最も重要な経営課題となっている。
多くの大企業では従業員を対象とした健康

管理プログラムを提供しているが、こうした
プログラムをもたない小規模企業の就労者
(従業員と経営者、その家族)は、大企業と比
べると、さまざまな意味で高い健康リスクに
さらされている。 
(3)アメリカやカナダでは、1970 年代半ばか
ら 大 企 業 を 中 心 に 、 職 域 健 康 増 進 
(Workplace Health Promotion 又は Worksite 
Health Promotion）への取り組みが進み、1980
年代には普及している。その内容は、定期健
康診断、アルコール、ドラッグ、喫煙など健
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康に有害な行動の改善、食事や運動、ストレ
スマネジメントなど健康に有益な行動の促
進、メンタルヘルス相談、事故防止・安全対
策などである。その背景として、社員の健康
を改善することでもたらされる広範囲の利
益、すなわち傷病の減尐による医療費・欠勤
率・退職率の引下げ、社員の仕事満足感やモ
ラール、生産性の改善さらには企業イメージ
の向上に、企業経営側が魅力を感じたことが
指摘されている。 
(4)わが国の小規模企業も、こうした職域に
おけるヘルスプロモーションに取り組むこ
とで、人材の確保や生産性・収益性の向上な
どの経営上の利益を享受していくことは可
能と考えられる。従業員・経営者を問わず、
小規模企業の就労者とその家族に、費用およ
び利便性の両面で利用しやすい心身の健康
増進プログラムを提供することによって、心
身の健康不安が軽減されて、マズローやハー
ズバーグの組織心理学が説くように、就労者
のモチベーションが高まり、業務の生産性向
上と優秀な人材の定着による固有技術の蓄
積・継承を通じて、企業の収益性が向上する
ことが見込まれる。そのためには、就労者個
人の行動だけでなく、職場環境や仕事のやり
方、組織風土をも変容させていくような取り
組みを行わなければ、実効はあがらないと考
えられる。 
(5) 1946 年の WHO（世界保健機構）憲章は、
「健康とは、単に疾病がないとか虚弱でない
とかを意味するものではなく、身体的にも精
神的にも社会的にも完全に良好な状態にあ
ることをいう」と定義している。また、1986
年の WHO オタワ憲章は、ヘルスプロモーショ
ンを、「人々が健康への統御性を増やし健康
の改善を図ることができるようにする（すべ
ての）取り組み」と定義し、ヘルスプロモー
ションの目標として、人々の能力の付与や形
成（イネイブリングやエンパワーメント）を
掲げている。山崎によれば、この形成される
べき能力や付与されるべきパワーの概念は
広く、意思決定できる権限や機会、情報、知
識や見識、スキル、利用できる外的資源など
で表される客観的な能力、統御感や自信、意
欲といった心理的・主観的な能力が含まれる。
また、こうした能力やパワーは、個人レベル
のみならず、集団や組織、コミュニティのレ
ベルでも考えることができる。 
(6)本研究は、この WHO のヘルスプロモーシ
ョンの定義では、労働条件や労働環境などの
物理的条件の改善が、必要不可欠な条件とさ
れていないことに着目する。この定義によれ
ば、企業が温情主義から労働条件・環境を改
善しても、それによって、あるいはそれと並
行して、就労者が自ら健康の改善を図るよう
な意欲と自信・統御感が醸成され、そのため
の機会と権限、知識・情報・スキル、その他

の資源が提供されなければ、ヘルスプロモー
ションに取り組んだことにはならない。 
(7)一方で、直ちに労働条件・環境の改善が
行われなくても、就労者が「健康への統御性
を増やし健康の改善を図ることができるよ
うに」、企業が支援を行えば、それはヘルス
プロモーションへの取り組みといえる。この
場合、そこから得られた経営上の利益を労働
条件・環境の改善に投下することで、企業は
就労者の信頼を獲得し、就労者の健康増進を
含め、さらなる経営上の利益を享受すること
ができると考えられる。 
(8)こうした認識の下に、研究代表者・分担
者は、医師、保健師、中小企業経営者、中小
企業診断士とともに、就労者の心身の健康増
進を通じた小規模企業の経営改善を支援す
る NPO 法人「e ヘルスプロモーションアット
ワーク関西」（大阪府認証）を 2004 年に設立
し、経営学と中小企業経営の知識を習得した
保健医療専門職による、事業所巡回健康相談
プログラムの構築のための基礎研究に取り
組んできた。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究の第 1 の目的は、従業員数 10-50
人程度の小規模製造業における就労者の心
身の健康状態および職域健康増進への取組
実態と、生産性・収益性など企業業績との関
連を、企業とその就労者に対するアンケート
調査によって定量的に把握することにある。 
(2)加えて、その調査結果を、職域健康増進
に関心をもつ保健医療専門職団体である NPO
法人 e-ヘルスプロモーション・アット・ワー
ク関西と協力して、経営学、看護学、医療倫
理学、保健医療実務の視点から多角的に分析
し、小規模製造業における就労者の心身の健
康と、企業による職域健康増進への取組が、
生産性・収益性など企業業績に与える影響を
明らかにするとともに、人材確保や技術蓄
積・継承などの小規模製造業の経営課題の克
服と業績の改善に貢献する、ICT を活用した
職域健康増進プログラムのあり方を、理論
的・実証的に検討することを目的とする。 
 

３．研究の方法 

(1)平成 20年度は、1)研究代表者及び分担者
が取り組んできた小規模企業における職域
健康増進についての研究成果、2)保健医療
(産業医学・保健)研究、医療経済・社会・人
類学における国内外企業の職域健康増進へ
の取組と成果、経営効果についての先行研究、
3)職域健康増進への先進的取組を行ってい
るわが国の小規模企業や職域健康増進の専
門機関へのヒアリング調査の結果を踏まえ
て、従業員数 10-50 人程度の小規模製造業に
おける就労者の心身の健康状態および企業
による職域健康増進への取り組み実態と、生



 

 

産性・収益性など企業業績との関連を定量的
に把握するための質問票を作成した。 

質問票は就労者向けと企業向けの2種類を
作成し、就労者向け質問票には、就労者の主
観的な心身の健康状態、および就労者から見
た勤務先企業の労働環境・条件についての質
問項目を盛り込んだ。企業向け質問票には、
企業・雇用者からみた就労者の心身の健康状
態、自社の労働環境・条件、職域健康増進へ
の取り組み状況、および欠勤率、事故、品質、
生産性、収益性など経営指標・企業業績につ
いての質問項目を盛り込んだ。 
(2)平成 21年度は、前年度に作成した質問票
を、大阪商工会議所等に協力を依頼して、大
阪地域の従業員数10-50人程度の小規模製造
業 970 社に郵送で配布し、企業 107 社、従業
員 1128 名から回答を得た。 
 アンケート調査結果は、NPO 法人 e-ヘルス
プロモーション・アット・ワーク関西と共同
で、経営学、看護学、保健医療実務、医療倫
理学の視点から分析し、必要に応じて追加の
ヒアリング、現場観察等の調査を行いがら、
小規模製造業における就労者の心身の健康
と、企業による職域健康増進への取組が、生
産性・収益性など企業業績に与える影響を、
検討した。また、本研究の分析枠組みおよび
研究成果の一部を国内外の学会で報告した。 
(3)平成 22年度は、前年度のアンケート調査
結果の分析に基づいて、人材確保や技術蓄
積・継承などの小規模企業の経営課題の克服
と業績の改善に貢献する、ICTを活用した職
域健康増進プログラムのあり方を検討し、そ
の結果の一部を国内外の学会で報告した。 
 
４．研究成果 
(1)本研究では平成 22年 2月に、大阪商工会
議所会員企業のうち、従業員数 10-49 人の小
規模製造業970社に企業向け質問票および従
業員向け質問票を郵送で配布し、企業107社、
従業員 1128 名から回答を得た。紙幅の制約
のため、以下、企業向け質問票の集計・分析
結果の一部を報告する。 
(2)まず回答企業 107 社の業種分布は、金属
製品製造業 24社、その他の製造業 13社、食
料品製造業 10社、プラスチック製品製造業 9
社、一般機械器具製造業 9社、化学工業 6社、
電気機械器具製造業 6社、パルプ・紙・紙加
工品製造業 4社、窯業・土石製品製造業 4社、
木材・木製品製造業(家具除く)3 社、ゴム製
品製造業 3社、非鉄金属製造業 3社、輸送用
機械器具製造業 3社、なめし革・同製品・毛
皮製造業 2社、精密機械器具製造業 2社、家
具・装備品製造業 1 社、無回答 5 社であり、
設立年は、1949 年以前 14 社、1950-59 年 17
社、1960-69年29社、1970-79年14社、1980-89
年 12 社、1990-99 年 11 社、2000-2009 年 4
社、無回答 6社であった。 

回答企業の従業員数は、10 名以下 19 社、
11名以上 20名以下 35社、21名以上 30名以
下 32社、31名以上 40名以下 10社、41名以
上 50 名以下 8 社、51 名以上 2 社、無回答 1
社であり、従業員の平均年齢は、30歳未満 1
社、30 歳以上 35 歳未満 2 社、35 歳以上 40
歳未満 13 社、40 歳以上 45 歳未満 37 社、45
歳以上 50 歳未満 29 社、50 歳以上 55 歳未満
13社、55歳以上 60歳未満 5社、60歳以上 1
社、無回答 6社であった。また従業員の平均
勤続年数は 5年未満 6社、5年以上 10年未満
20 社、10 年以上 15 年未満 33 社、15 年以上
20 年未満 22 社、20 年以上 25 年未満 7 社、
25年以上 30年未満 5社、30年以上 2社、無
回答 12社であった。 
労働安全衛生法令等により、作業従事者の

危険・健康障害の防止措置が企業に期待・要
請されている、以下の作業を実施している企
業数は、高所での作業 10 社、フォークリフ
ト・クレーン等の機械による作業 67 社、夜
勤・交代業務 11 社、多量の高熱物・低温物
を取り扱う業務又は著しく暑熱・寒冷な場所
での作業 14社、重金属(鉛・水銀・クロム・
マンガン等)や酸・アルカリを取り扱う作業 7
社、粉じんが発生する作業 44社、シンナー、
ラッカー等の有機溶剤を扱う作業 46 社、法
令で定められた特定化学物質を扱う作業 11
社、溶接などにより赤外線、紫外線が発生す
る作業 30 社、騒音が発生する場所での作業
45社、石綿を取り扱う作業 1社、重量物を取
り扱う作業 44 社、振動工具を取り扱う作業
30 社、VDI 作業 16 社、その他、法令や行政
通達で示されている有害業務 2 社であった。 
(3)これらの企業のうち、「自社は他社と比較
して従業員の健康増進に取り組んでいると
思う」企業 64 社、「思わない」企業 40 社、
無回答 3社であった。具体的な安全衛生管理
体制として、安全衛生推進者を選任している
企業 42 社、衛生管理者を選任している企業
26社、安全管理者を選任している企業44社、
産業医を選任している企業 11 社、衛生委員
会を設置している企業 11 社、安全委員会を
設置している企業 15社であった。 
従業員の定期健康診断を、1 年に 2 回以上

実施している企業 5 社、1 年に 1 回実施して
いる企業 93社、3年以上に 1回実施している
企業 1社、実施していない企業 7社、無回答
1 社であった。従業員の定期健康診断の受診
率は 100％51 社、90-99％26 社、80-89％7社、
70-79％6社、60-69％1社、50-59％2社、49％
以下 4社であり、ほかに定期健康診断を実施
していないと回答した企業 5社、わからない
と回答した企業 4 社、無回答 1 社であった。 
上述の「自社は、他社と比較して従業員の

健康増進に取り組んでいると思う」と答えた
企業 64 社を「健康増進活動に積極的な企業
群」とし、「思わない」と答えた企業 40社を



 

 

「健康増進活動に消極的な企業群」として、
①作業環境測定の実施および事後措置、②健
康診断の実施および事後措置、健康相談・指
導、③メンタルヘルス相談・指導、④過重労
働予防・労働時間管理、⑤禁煙・分煙対策と
いう、5 つの代表的な職域健康増進活動の実
施度(5段階尺度で「非常にできている」と「や
やできている」を「実施できている」回答と
し、「どちらでもない」、「あまりできていな
い」、「全くできていない」を「実施できてい
ない」回答として 2 値化)とクロス集計を行
い、χ２検定(SPSS  ver.19)を行ったところ、

表 1の結果が得られた。 
企業の公式の職域健康増進の取り組みを

尋ねたところ、ヘルメット、安全靴、溶接マ
スクなどの作業用防具の着用を徹底してい
る企業 64社、VDT 作業による疲労軽減のため
の対策を講じている企業 8社、重量物の取り
扱いによる負担軽減のための対策を講じて
いる企業 46 社、作業環境・方法の改善につ
いての従業員の提案・要望を受け付けている
企業 83 社、業前または業中または業後の清
掃を行っている企業 96 社、業前または業中
または業後の体操を行っている企業 28 社、
社員食堂・仕出弁当など給食を提供している
企業 58 社、喫煙所の設置など分煙対策を講
じている企業 79 社、休憩室を設置している
企業 78 社、従業員のクラブ活動を奨励して
いる企業 10社であった。 
(2)企業から見た従業員の健康状態は「最高
に良い」3社、「とても良い」17社、「良い」
71社、「あまり良くない」15社、無回答 1社
であった。定期健康診断での従業員の有所見
率は、10％以下 31社、11-20％18 社、21-30％
22 社、31-40％8 社、41-50％5 社、51-60％3
社、61-70％3社、71-80％3社、81-90％1社、
91％以上 0 社、わからない 10 社、無回答 3
社であった。従業員の喫煙率は、10％以下16

社、11-20％26 社、21-30％19 社、31-40％21
社、41-50％12 社、51-60％8社、61-70％2社、
71-80％2社、81-90％1社であった。 

従業員の健康で気になっていることを複
数回答で尋ねたところ、「LDL コレステロー
ル・中性脂肪が高い者が多い」32 社、「腰痛
を訴える者が多い」31 社、「喫煙者が多い」
28 社、「血圧の高い者が多い」25 社、「肥満
が多い」24 社、「肩こりを訴える者が多い」
13 社、「アルコールを飲み過ぎているものが
多い」12社、「血糖値が高い者が多い」6社、
「手足の関節痛を訴える者が多い」3社、「不
眠や疲労感を感じている者が多い」3社、「メ
ンタルヘルスに問題が多い」3社、「耳鳴りや
難聴を訴える者が多い」2社、「咳や痰が出て
いる者が多い」1社であり、「特に気になるこ
とはない」と回答した企業も 28社あった。 
 また、従業員の人間関係について、以下の
項目について「全くそう思う」、「ややそう思
う」、「どちらでもない」、「あまりそう思わな
い」、「全くそう思わない」の 5段階尺度で尋
ねたところ、図１の結果が得られた。 

図１ 従業員の人間関係 

(3)最後に、岡山大学大学院医歯薬学総合研
究科疫学・衛生学分野の三橋利晴研究員の協
力を得て、「自社は、他社と比較して従業員
の健康増進に取り組んでいると思う」と答え
た企業 64 社は、生産性をはじめとした企業
業績が良好であるかどうかを検討した。 
解析はまず、他社と比較して健康増進に取

り組んでいるかどうかを独立変数とし、業績
に関する質問への回答を従属変数として単
純ロジスティック回帰分析を行った(model 
1)。業績関連指標についての質問は 5段階尺
度で回答を得たが、「良好」(選択肢の 1～3)
と「良好でない」(選択肢の 4～5)に分け、2
値化した。次に従業員の健康度(上述の定期
健康診断の受診率、従業員の有所見率、喫煙
率)を共変量とし、統計モデルに加えて多重
ロジスティック回帰分析を行った(model 2)。
これらの分析で「他社と比較して健康増進に
取り組んでいる」と回答した企業において、
業績が「良好」と回答するオッズ比とその
90％信頼区間を推定した結果、表 2に示すよ
うな結果が得られた。 

表1　健康増進活動の実施度

積極的企業群 消極的企業群
N（％） N（％）

作業環境測定および事後措置 0.000 ***
　　　実施できている 27（48.2） 5（12.8）
　　　実施できていない 29（51.8） 34（87.2）
　　　　計 56（100.0） 39（100.0）
健康診断および事後措置 0.000 ***
　　　実施できている 57（93.4） 25（62.5）
　　　実施できていない 4（6.6） 15（37.5）
　　　　計 61（100.0） 40（100.0）
健康相談・指導 0.000 ***
　　　実施できている 33（56.9） 8（20.5）
　　　実施できていない 25（43.1） 31（79.5）
　　　　計 58（100.0） 39（100.0）
メンタルヘルス相談・指導 0.001 **
　　　実施できている 19（32.8） 2（5.1）
　　　実施できていない 39（67.2） 37（94.9）
　　　　計 58（100.0） 39（100.0）
過重労働対策・労働時間管理 0.003 ***
　　　実施できている 38（66.7） 14（35.9）
　　　実施できていない 19（33.3） 25（64.1）
　　　　計 57（100.0） 39（100.0）
禁煙・分煙対策 0.029 **
　　　実施できている 41（69.5） 18（47.4）
　　　実施できていない 18（30.5） 20（52.6）
　　　　計 59（100.0） 38（100.0）

注）χ 2乗検定，*：p<0.1　　**：p<0.05　　***：p<0.01
（％）は各項目無回答を除いた企業数に対する割合

項目

健康増進活動（同業・同規模他社比較）

p値



 

 

「昨年の納期管理」、「昨年のクレーム数」、
「昨年の余力工数の変化」、「昨年の機械故障
時間」、「昨年の材料の歩留まり」の 5項目で
は点推定値が 1.00 より大きくなり、余力工
数、機械故障時間、材料の歩留まりは有意な
結果となった。この関係は調整を行っても変
化していない。また、「昨年の作業者に対す
る訓練指導ののべ日数」については調整後オ
ッズ比が0.19 (90%信頼区間 0.05-0.65)で有
意に減尐する結果となった。統計学的に安定
しておらず、オッズ比の 95％推定区間が広い
項目(クレーム数、余力工数、機械故障時間、
昨年の病院にいくようなけがの発生)や、
model1と model 2 で点推定値も大きく変化す
る項目(クレーム数、機械故障時間、疾病欠
勤ののべ日数)があった。 
 以上の分析結果から、納期管理、クレーム
数、余力工数の変化、機械故障時間、材料の
歩留まりの 5項目では、健康増進を実施する
ことにより業績が良好となる可能性が示さ
れた。また、作業者に対する訓練指導ののべ
日数では、健康増進の実施により、訓練指導
時間が減尐する可能性が示された。しかし、
これらの結果は統計学的に安定していない
ため、健康増進の取り組みが業績に与える影
響についてははっきりとは言えない。また、
横断調査であるため因果の逆転の可能性も
考えられる。今後は、従業員の回答内容と合
わせて解析することにより、健康増進の実施、
従業員の健康、会社の業績の関連について検
討していく必要がある。 
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